


この度、日本医療マネジメント学会第22回長崎支部学術集会を開催するにあたり、ひとことご挨

拶を申し上げます。

離島や過疎地域を多く抱える長崎県では、人口減少、高齢人口割合の増加さらには医療・介護人

員の不足など課題が山積しています。それらの解決を目指す1つの方法としての地域医療構想につい

ても議論の最中です。2019年12月に出現したCOVID-19（新型コロナウイルス感染症）との闘いは、

まる3年となりました。コロナ禍が追い打ちとなり、地域医療を取り巻く環境は更に厳しい状況と

なっています。

今学会のテーマを「地域医療マネジメントとSDGs」としました。特に、このコロナ禍において地

域医療をいかに支え、続けていくことができるか、参加されたお一人お一人が、医療の点から地域

を見つめ直し、考える契機になってくれればと願っています。

特別講演では、長崎大学病院総合診療科教授 前田隆浩先生に、地域医療とは切り離せない総合

診療についてご講演いただく予定です。また、ワークショップでは、コロナ禍における島原地域で

の医療連携の取り組みについて4名の演者の方々に述べていただきます。コロナと闘うためには自施

設だけでは限界があり、協力・連携しながらの取り組みが重要でしょう。議論を通じて、地域での

医療連携の参考となり、更なる連携を進めていく契機となることを期待しています。

危機的な状況の中ではお互いの絆の強さが求められます。コロナ禍ではソーシャルディスタンス、

マスク着用など、密なコミュニケーションには負の面ばかりです。一時期は、多くの学会がコロナ

禍で中止を余儀なくされてきました。一堂に会した学会は、対面ならではの一体感の醸成なども期

待できますが、現状ではハイブリッド形式を採用せざるを得ませんでした。本学会では地域医療を

いかに守っていくか皆様からアイデアを募っていきたいと考えます。皆様が集って、持続可能な地

域医療を熱く語り合う学術集会にしようではありませんか。

日本医療マネジメント学会第22回長崎支部学術集会開催にあたって

日本医療マネジメント学会第22回長崎支部学術集会
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参加者の皆さまへのご案内

1.参加受付
【場 所】 長崎県島原病院 １F 入口玄関ホール

【受付開始】 11：30～

1) 本学術集会に参加される方で、事前参加登録がまだの方は、会員・非会員をいずれも当

日参加登録を行ってください。

2）参加費は、会員1,000円、非会員3,000円 です。

3）名札は、当日受付にて用意いたします。

4)  特別講演、ワークショップで発表される方はその旨を受付にてお知らせください。

2.注意事項
1）質問される場合は、座長の指示に従い、所属・氏名を述べたのち、簡潔にお願いいたし

ます。

2）会場内では、携帯電話はマナーモードあるいは電源をお切りください。

3）会場内での飲食はご遠慮ください。

4）会場内での呼び出しは行いません。

緊急の場合は、受付までお知らせください。

5）駐車場は、長崎県島原病院の外来駐車場をご利用ください。

※緊急連絡先

長崎県島原病院：総務係 一入（ひとしお） 俊介

住所：長崎県島原市下川尻町7895

TEL ：0957-63-1145

FAX ：0957-63-4864
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1. 座長の皆さまへ

1） 座長は受付を済ませ、担当セッションの開始15分前までに会場内

の「次座長席」にご着席ください。

2） 担当セッションの進行は座長に一任しますが、終了時間は厳守で

お願いいたします。

3） 担当セッションの発表者氏名、所属、演題名等は座長席にご用意します。

2. 発表者の皆さまへ

1） 発表機材と発表データファイルの作成

①会場で使用するパソコンは、Windows10proです。

②データはMicrosoft Office PowerPoint2021で正しく投影できるように作

成願います。

③フォントは、Windows OS に標準装備されているものをご使用ください。

④データのファイル名は、『演題番号』に続けて、『筆頭発表者名（漢

字）』としてください。（演題番号はプログラムに記載しております。）

例 ： 一般演題 I 1 島原太郎

⑤データファイルは、学術集会終了後に、事務局にて責任をもって消去いた

します。

2） 発表データの学会当日の受付方法

①島原病院１Fにて参加受付後、「発表データ受付」にデータファイルをお持

ちください。

②データはUSBメモリに保存してお持ちください。

事前にウイルスチェックを行っておいてください。

③USBやデータ不良も考えられますので、当日は予備の発表データも必ずお

持ちください。

④当日の受付締切は、原則として12：15までとさせていただきます。

3） 発表時間

①発表時間５分間、討論３分です。質疑応答は座長の指示に従ってください。

②発表終了１分前にチャイムが１回、終了時にチャイムが２回鳴ります。必

ず発表時間を厳守してください。

座長・発表者の皆さまへのご案内
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4） 発表方法

・会場で発表される方

①発表機材はPCと接続した液晶プロジェクターで「１面映写」とします。

②枚数に制限はありませんが、発表時間内に終了するようにご配慮ください。

③会場で発表される方は、発表中のPowerPoint画面操作は、演台に設置されたモニ

ターを見ながら、ご自身でマウス・キーボードを操作してください。

④「次演者席」を設けますので、前演者が登壇されましたら、「次演者席」にご着席

ください。

・WEBで発表される方

①下記の「日本医療マネジメント学会第22回長崎支部学術集会」のホームページに掲

載いたします「WEBで発表される方向け発表者マニュアル」をご参照ください。

②開催までに一度動作確認の目的も含めまして、個別にリハーサルを実施させていた

だきます。

日本医療マネジメント学会第22回長崎支部学術集会ホームページ

下記QRコードからも読み取れます。

URL： https://shimabarabyoin.jp/jhm22/
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日本医療マネジメント学会 第22回長崎支部学術集会プログラム

開会式 13：00～13：05

学術集会会長挨拶
長崎県島原病院 院長 木下 明敏

特別講演 13：05～14：00
座長 長崎県島原病院 院長 木下 明敏

「地域医療を支える人材育成 ～総合診療の視点から～」
長崎大学病院 総合診療科 教授 前田 隆浩 先生

ワークショップ 14：05～15：00
「コロナ禍での島原地域における医療連携の取り組み」

座長 長崎県島原病院 統括診療部長 伊藤 茂

1 コロナ禍での島原地域における医師会活動と医療連携の取り組み
島原市医師会長 髙尾 雅已 先生

2 コロナ禍での医療提供継続に向けた島原病院の医療連携について
長崎県島原病院副看護部長 松尾美津子 先生

3 コロナ禍での島原地域における連携、情報共有と非常時の備え
訪問看護ステーションQ所長 村里 季代 先生

4 県南地域における新型コロナウイルス感染症対策
～保健所から見た地域連携～

県南保健所所長 川上 総子 先生

一般演題Ⅰ「医療安全」 15：00～15：32
座長 長崎県島原病院 副院長 蒲原 行雄

１ 医療安全部と院内蘇生チーム、RRS・NEWS導入に向けた取り組み
佐世保中央病院 谷口 拓司

２ Rapid Response System(RRS)構築を目指して
～早期警戒スコア（NEWS）の活用評価と今後の課題～

佐世保中央病院 橋本 康代

３ CT検査時における介助者の被ばく低減を目的とした放射線防護カーテンの
作成

長崎県島原病院 田尻 裕紀

４ 抗菌薬の適正使用
長崎県島原病院 佐藤 公紀

会場 長崎県島原病院 研修ホール（特別講演・ワークショップ・一般演題）
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一般演題Ⅱ「医療連携」 15：32～16：04
座長 長崎大学病院 地域医療連携センター 田浦 直太

５ 整形外科における入院前支援から始める転院調整
長崎大学病院 明松 幸代

６ 心不全地域連携パスを活用した多職種連携
―院内心臓リハビリチームの取り組み―

長崎大学病院 桑原 薫

７ 地域包括ケア病棟での補完代替リハビリテーションの取り組み
長崎県島原病院 前田 和崇

８ コロナ禍において神経難病患者の在宅生活を支えるために
～ソーシャルワーカーの視点からの一考察～

長崎大学病院 遠藤恵里奈

一般演題Ⅲ「業務の質」 16：04～16：36
座長 長崎県島原病院 副院長 山西 幹夫

９ 手術室医療機器と温湿度管理
長崎県島原病院 城谷 龍弥

10 医療・介護のSDGs～白十字会グループの取り組み～
佐世保中央病院 井上 肇

11 看護部クリティカルパス運用の現状と今後の課題
諫早総合病院 山口 諒介

12 当院HCUにおける早期栄養介入管理加算の現状と課題
長崎県島原病院 磯本 朗
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一般演題Ⅳ「教育」 16：36～17：08
座長 長崎県島原病院 副院長 福田 実

13 COVID-19感染症患者の急変対応～シミュレーションを実施して～
長崎県島原病院 江川 玲香

14 長崎県島原病院検査科における新型コロナウイルス検査体制の構築と現状
長崎県島原病院 相良 春希

15 多職種共通の教育計画の作成
長崎大学病院 原口 友美

16 スキンテア対策への取り組み

長崎県島原病院 田中 敬子

一般演題Ⅴ「その他」 17：08～17：40
座長 長崎県島原病院 看護部長 小松 美佳

17 地域連携（前方・後方連携）の視点から考える経営分析
諫早総合病院 土井 皓平

18 CPT設置における取組について
長崎大学病院 本村 美奈

19 諫早総合病院における臨床倫理検討会の開催
諫早総合病院 西村 直樹

20 患者接遇向上を目指した「ありがとうポスト」の導入効果
長崎県島原病院 一入 俊介

閉会式 17：40～17：45

次回学術集会会長挨拶
長崎原爆病院 院長 谷口 英樹
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特別講演

抄録



特別講演

講師

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 総合診療学分野

教授 前田 隆浩 先生

地域医療を支える人材育成 ～総合診療の視点から～

医療の進歩と社会の高齢化等に伴って患者の病態は慢性化・複雑化が進んでおり、その一

方で医療・ケアに対するニーズは高度化・多様化が進んでいる。地域医療の現場では、質の

高い医療の期待に応えることはもちろん、患者のライフスタイルや価値観を尊重した患者中

心の医療・ケアが求められており、地域そのものを理解し、多様なニーズに対応できる医療

人材の育成が社会的要請となっている。

こうした中、多くの大学が地域での実践的な医療教育に力を入れるようになってきた。そ

の大きな推進力となっているのが、医学教育モデル・コア・カリキュラムの存在であろう。

医学教育モデル・コア・カリキュラムは、全ての医学生が身につけるべき基本的学習内容を

示した教育ガイドラインであり、2022年度改訂版では「未来の社会や地域を見据え、多様な

場や人をつなぎ活躍できる医療人の養成」をキャッチフレーズとして掲げ、多職種と連携・

協力しながら柔軟に対応することができ、生涯にわたって活躍できる医療人の養成を目指し

ている。

こうした社会ニーズを踏まえて、地域医療を支える重要な存在として総合診療が注目され

ている。日本専門医機構が基本診療領域専門医の一つとして認定している総合診療専門医は、

扱う問題の広さと多様性が特徴であり、地域ニーズに対応し、領域別専門医や多職種と連携

して多様な医療サービスを包括的かつ柔軟に提供することが期待されている。2018年度から

始まった新専門医制度では、総合診療専門医を目指す専攻医は全体の2%程度であるが、

徐々に増加しており、卒前から総合診療医を育成する取組も始まっている。

一方、医師の地域偏在・診療科偏在は慢性的な地域課題となっており、その効果的な解消

方策の一つとして地域枠制度に期待が寄せられている。2008年以降に全国の大学で本格的な

導入が進み、令和4年度の地域枠定員は、全体の約18.5%にあたる1,736人にのぼっている。

既に地域枠出身医師による一定の効果が報告されており、今後も医師偏在対策の切り札とし

て継続されることが予想される。しかしながら、持続する離脱問題に加え、今後の医学部入

学定員の減員調整が議論されており、制度維持の観点とともに、キャリア形成支援を重視し

た制度の充実が望まれる。
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【略歴】
昭和60年3月 長崎大学医学部卒業
昭和60年5月 医師免許取得
昭和60年6月 長崎大学医学部附属病院原研内科（研修医）
昭和61年4月 佐世保市立総合病院（研修医）
昭和62年3月 長崎大学医学部附属病院放射線科（研修医）
昭和62年6月 長崎大学医学部附属病院原研内科（医員）
昭和63年4月 泉川病院
平成2年6月 長崎大学医学部附属病院原研内科（医員）
平成3年1月 塚崎病院
平成4年4月 長崎大学医学部附属病院原研内科（医員）
平成5年4月 長崎県離島医療圏組合五島中央病院
平成8年6月 長崎大学医学部附属病院原研内科（医員）
平成8年7月 長崎大学医学部附属原爆後障害医療研究施設内科部門 助手
平成12年10月 長崎大学医学部附属病院総合診療部 講師
平成13年4月 長崎大学医学部附属病院 総合診療部 助教授
平成15年4月 長崎大学医学部附属病院 総合診療科 助教授
平成15年10月 長崎大学医学部・歯学部付属病院 総合系診療部門総合診療科 助教授
平成16年5月 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 離島・へき地医療学講座 教授 離島医療研究所 所長
平成22年4月 長崎大学 保健・医療推進センター 離島・へき地医療教育研究部門 部門長
平成24年7月 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 先進予防医学共同専攻 地域医療学分野 教授
平成29年10月 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 地域医療協働センター センター長（兼務）
平成30年2月 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 医療科学専攻 総合診療学分野 教授
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ワークショップ



ワークショップ「コロナ禍での島原地域における医療連携の取り組み」

座長 長崎県島原病院 統括診療部長 伊藤 茂

１．コロナ禍での島原地域における医師会活動と医療連携の取り組み

島原市医師会会長 髙尾雅已

100年前の「スペインかぜ」は、一説には約2年で終息しました。今回我々が直面してい

る新型コロナウイルス感染症は2019年12月にパンデミックが始まり3年間が経過しました。

ウイルス変異を繰り返し第8波に突入、ワクチン接種率が増加し重症化率は低下した感は

ありますが、終息の兆しが見えません。第一線で現在も診療に携わっている医療従事者、

医療保健行政の皆さんに改めて敬意を払います。

新型コロナウイルス感染症は、2類感染症に位置付けられ、発生届け、発熱外来と外来

医療体制の整備、入院病床確保等の対策、また同時進行でのワクチン接種事業等、医療の

現場では、色々な問題点も浮き彫りになりました。院内感染、医療従事者の感染、家庭内

感染に伴う自宅待機・療養期間もあり、診療業務に大きな支障をきたしました。また在宅

医療の現場では、患者さん自身や同居のご家族の感染により、訪問時は玄関からレッド

ゾーン状態で完全防護での訪問診療、看護、介護の状況が現在でも継続しています。加え

て医療従事者の感染に伴うマンパワー不足による訪問診療、訪問看護・介護の過酷な状態

も露呈しました。島原市医師会も訪問診療を担う診療所の医師の高齢化もあり、かかりつ

け医の働き方の在り方、連携強化の構築等を再考せねばと考えています。

地域医療を維持するために地域の中核病院での救急医療、がん診療に支障をきたすこと

があってはならず、医師会として出来うる限りの連携が求められました。島原市医師会で

は、土日の発熱外来、お盆の当番医の増枠、年末年始の医師会館での臨時の発熱診療外来

設置等、会員一丸となって診療にあたりました。コロナ禍における島原市医師会の取り組

みについて、今後の問題点も踏まえご紹介できればと思います。

11



２．コロナ禍での医療提供継続に向けた島原病院の医療連携について

長崎県島原病院地域医療支援センター

副センター長 松尾美津子

2020年３月に長崎県内で初めて新型コロナウイルス感染症が確認され、第二種感染症指

定医療機関の指定を受けている当院でも2020年7月より新型コロナウイルス感染症患者の

受け入れ開始となりました。県内の新型コロナウイルス感染症患者の増加により、第３波

では佐世保・長崎医療圏からも患者を受け入れ医療看護の提供を行いました。限られたコ

ロナ病床を計画的に運用できるよう、退院支援看護師は隔離解除日確認や患者状態につい

て日々医師や病棟看護師と情報交換を行い、隔離解除後は速やかに退院可能となるよう受

け入れ先の医療機関や施設へ事前に情報提供を行いました。施設等で受け入れ可能である

が迎えに来ることができない場合、院内で検討しDMAT隊が同乗した病院車での搬送を

行うなど状況に合わせて柔軟に対応しました。

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、当院でもマンパワー確保のため2020年10月より

254床のうち40床が休止病床となりました。当院は地域医療支援病院や地域がん診療連携

拠点病院などの指定を受けており、島原半島の救急医療を担う地域の中核病院です。がん

治療や脳卒中・外傷により治療を受ける患者への地域完結型の医療提供が継続できるよう、

病床確保が課題となり、さらなる医療連携推進が求められました。入退院支援加算1を算

定しているため、入院時スクリーニングで退院に問題を有する問題を抽出し、入院時より

患者家族の意向確認、医師も含めた多職種カンファレンス等で情報共有し、早期より退院

へ向けて介入しています。転院先医療機関の空床状況を確認しながら、転院先の選定や転

院調整開始時期を早めるなどの対応を行い病床確保に努めました。また、島原市医師会、

南高医師会より医療機関へ転院の受け入れ促進していただき、協力を得ることで、病床確

保が継続できています。

未だ終息が見えない新型コロナウイルス感染症ですが、地域住民への医療提供確保のた

めに地域医療機関や介護と情報共有し、連携強化していきたいと考えます。
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３．コロナ禍での島原地域における連携、情報共有と非常時の備え

一般社団法人島原市医師会訪問看護ステーションQ

管理者 村里季代

当ステーションは、一般社団法人島原市医師会に所属し、同建物内に看護学校、地域包括

支援センター、居宅介護支援事業所、訪問介護事業所があります。今回、感染予防対策と連

携、情報共有と非常時の備えについて、訪問看護の実際を報告させていただきます。

まず、法人全体として①コロナ感染予防対策と共に訪問系のマニュアルを作成しています。

非常時の備えとして、②職員同士の接触を減らす為、全職員を２チームに分けて準備、必要

時抗原検査をしています。③コロナワクチン集団接種協力も行っています。

在宅部門では感染対策委員会を設置し、事業所内の利用者に関するコロナ発生情報、県外

より家族帰省等の情報共有、マニュアル見直し、物品管理を行っています。スタッフ間の情

報共有は書面やライン、カンファレンス、他事業所とは電話やファックスを活用しています。

看護の実際として、訪問時は、利用者と家族へは感染予防対策とゾーンニング指導、体調

不良時の連絡方法の指導を行っています。非常時の備えとして、①看護職員と利用者を2チー

ムに分ける。②職員の感染等で訪問を縮小することになった時のために、医療処置やターミ

ナル期等訪問が必須の利用者とそうでない利用者とを振り分ける利用者トリアージを実施し

ています。事例紹介として、利用者本人はコロナ陰性、介護者が陽性の方への訪問２事例、

コロナ陽性利用者への訪問は２事例ありました。主治医やかかりつけ医へ報告、県南保健所、

調剤薬局、ケアマネジャー、施設職員と連携を行いました。県南保健所へは報告相談と使用

後の予防具の廃棄や取り扱い確認をしました。今後の課題として、長期化するコロナ感染に

対して、感染動向の情報収集、感染予防対策の見直し、非常時のシミュレーションと対応の

訓練、地域での連携強化、人員確保や働き方の検討が必要と思われます。
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ワークショップ「コロナ禍での島原地域における医療連携の取り組み」

座長 長崎県島原病院 統括診療部長 伊藤 茂



４．県南地域における新型コロナウイルス感染症対策～保健所から見た地域連携～

長崎県県南保健所長 川上総子

【はじめに】

令和元年末より流行が始まり世界的なパンデミックを引き起こした新型コロナウイルス

感染症は、丸3年となる令和4年末現在においても未だ収束に至っていない。保健所は地域

保健法及び地域保健対策の推進に関する基本的な指針等により、地域における健康危機管

理の拠点と位置づけられており、国内流入期早期より始まった新型コロナウイルス感染症

へのこれまでの対応を、地域連携の視点を踏まえ考察する。

【これまでの対応と課題】

令和2年から国内流行が始まり、現在第8波に入ったと考えられている。これまで、第二

種感染症指定医療機関を中心として、帰国者・接触者外来の設置、新型コロナウイルス感

染症指定病床の確保、検査体制の充実、宿泊療養施設の設置、自宅療養サポート医の協力、

診療・検査医療機関の登録等、様々な地域医療提供体制整備のための取組をおこなってき

た。しかし、これまでで最大の感染者数となった第7波では、想定していた患者数を大幅

に上回り、スタッフ等の感染によるマンパワー不足、高齢者・障害者施設での感染拡大へ

の対応、新型コロナウイルス感染症以外の救急医療を含めた一般医療のひっ迫等、非常に

苦しい状況であった。そのような中でも関係機関の連携・協力があり、乗り越えてこられ

たと考える。

一方、高齢化が進む県南地域の、医療・介護人材不足や、健康危機に対する地域資源の

不足（一般医療、救急医療含）が明確となった。

【考察】

この新型コロナウイルス感染症パンデミックによって、地域が一体となって住民の健康

を守っていく必要性があることを改めて感じた。関係機関が地域における役割を最大限発

揮する意識をもち、日ごろから連携体制を構築しておくことが、次のパンデミックや自然

災害等への備えとなると考える。
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一般演題



一般演題Ⅰ「医療安全」
座長 長崎県島原病院 副院長 蒲原 行雄

１．医療安全部と院内蘇生チーム、RRS・
NEWS導入に向けた取り組み

社会医療法人財団白十字会佐世保中央病院
RRS導入検討委員会

○谷口拓司

【目的】
A病院では医療安全部とRRS導入準備委員
会を立ち上げ、院内の急変前兆候の発生状
況について調査した。それにより、4～９
時間前に57％の患者で急変の前徴候が出
現していることが明らかとなった。その為、
組織体制及びシステム構築に向けた取り組
みを実施した。また、一般病棟で急変を予
測する指標として開発されたnational early 
warning score(以下NEWS)の導入について
も検討し、現状調査を実施した。また、
NEWS導入後の急変患者の調査・分析を
行った結果、RRSの導入、NEWSを活用し
た急変患者の早期認知の重要性について明
らかとなった。
【方法】
NEWS導入前後の急変患者の現状調査を実
施
2021年8月4日～8月10日にB病棟に入院し
た患者220名を調査
2021年11月～2022年11月の急変患者の現
状調査
【結果及び考察】
NEWS導入前の現状について調査した結果、
低リスク187件(85％)、中リスク22件
(10％)、高リスク11件(5％)であった。日
別では高・中リスク患者は8～20％程度認
められた。NEWS導入後の急変患者は47名。
その中から、高リスク21件(44.6％)、中リ
スク７件(14.8％)、低リスク19件(40.4％)、
前兆候有31件(65.9％)、前兆候無16件
(34.1％)であった。また、急変前兆候とし
て呼吸・循環の異常は67％認めていた。
呼吸・循環の異常は、NEWS評価に関わら
ず早期認識が重要性あるとが示唆された。
現在elearningを活用した、医療スタッフの
学習を進めている。RRS導入に向けた教育
や啓蒙、早期認識・介入を含めた体制構築
が重要であると考えた。

２．Rapid Response System（RRS）構築
を目指して～早期警戒スコア（NEWS）の
活用評価と今後の課題～

医療法人財団白十字会佐世保中央病院
医療安全管理部

○橋本康代

【目的】
Ａ病院では、2021年からRRS準備委員会
を立ち上げ、2024年度からのRRS構築を
掲げた。2022年8月より早期警戒スコア
National Early Warning Score（以下
NEWS）を導入した。導入後のNEWSの認
識や活用状況について調査を実施、今後の
課題が明確になったため報告する。
【方法】
・2021年11月～2022年11月の急変症例の
分析･評価
・病棟管理監督者23名へNEWSに関する質
問紙調査と分析
【結果及び考察】
急変症例47症例。NEWSの内訳は、高リス
ク21例（44.7％）中リスク7例（14.9％）
低リスク19例（40.4％）であった。
質問紙調査の回収率は82.6％。NEWSに関
する認識の設問では、管理監督者はスタッ
フに比べ、意識が高いという結果が得られ
た。情報取得に関する質問では、電子カル
テでのNEWS確認は、出勤時やラウンド時
を中心に全員が実施していたが、情報共有
に活用されていなかった。RRSフロー
チャートの活用に関する質問では、「統一
した対応に役立つ」という意見が多数聞か
れたが、一方で、「医師に報告して理解が
得られるか不安」などの意見も聞かれた。
運用にあたり医師・看護師間の共通理解が
必要である。また、NEWSやRRSについて
の啓発活動と併せて、急変症例における
NEWSの分析結果についても報告し、RRS
構築の意識を高めていくことが重要である。
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３．CT検査時における介助者の被ばく低
減を目的とした放射線防護カーテンの作成

長崎県島原病院 放射線科

○田尻裕紀 金子直樹

【背景】

CT検査において、小児や不穏患者をは

じめ体動抑制を必要とする患者の検査では、

放射線業務従事者（医師・看護師・放射線

技師）がCT室内に入り観察や体動抑制を

行いながら撮影することが多い。介助者は

放射線防護衣（プロテクター）を着用し被

ばく低減に努めるが、プロテクターに覆わ

れていない頭部、四肢はX線散乱線を受け

不均等被ばく増加につながる。

【目的】

介助者の不均等被ばく低減を目的とし、

自作の放射線防護カーテンによってCT装

置近傍の空間線量を低減させ、介助者の防

護効果が得られるかどうかを検討する。

【方法】

1．使用しなくなったプロテクター3枚と、

放射線治療装置更新により使用しなくなっ

た位置決め撮影支柱を原材料とし防護カー

テンを作成した。

2．CT撮影室内において、介助者がCT装

置近傍に立つことを想定した測定点（CT

装置からの距離30cm、60cm各々21点）の

空間線量を3回ずつ測定、平均値をとった。

3．防護カーテンを設置し、2と同様の測

定を行い、空間線量低減率を求めた。

【結果】

空間線量は一部の測定点を除きCT装置

中心に近い測定点ほど高く、離れるにつれ

て低くなった。防護カーテンを設置しても

同様の結果となったが、空間線量低減率は

すべての測定点で低減した。

【結語】

測定点により低減率に差が生じたが、防
護カーテンを使用することにより空間線量
を低減させることができた。各測定点にお
ける低減率の差を小さくすることが今後の
課題である。

４．抗菌薬の適正使用

長崎県島原病院 薬局

○佐藤公紀

【目的】
抗菌薬の適正使用のため。

【方法】
バンコマイシンはＭＲＳＡ(メチシリン耐
性黄色ブドウ球菌)に対して使用される抗
菌薬であるが、菌の耐性化を防ぎ、有効か
つ副作用が生じない投与量を判断するため
にＴＤＭ(薬物血中濃度モニタリング)の実
施が推奨されている薬剤である。バンコマ
イシンの適正な使用のために当薬局ではＴ
ＤＭ実施率１００％を目標に掲げている。
血中濃度測定の意義、採血ポイント等につ
いても院内研修を行い血中濃度解析の精度
の向上に努めている。

【結果】
２０２１年度のバンコマイシン使用件数は
３４件であり、TDM実施率は１００％で
あった。血中濃度解析の結果、投与量が変
更となったのは21例、そのまま継続と
なったのは9例、De-escalationや副作用等
によって中止となったのは4例であった。
用量変更後の血中濃度は至適濃度に推移し
ており経過も良好であったことから、薬剤
師が血中濃度解析を行うことにより、適正
使用に寄与することができたと考える。

【考察】
バンコマイシンは同じ投与量でも個人に
よって血中濃度推移が異なるため、緻密な
用量調節が必要である。検査科の協力のも
と２０２１年９月より院内でバンコマイシ
ンの血中濃度測定ができるようになったこ
とは、採血から血中濃度解析までに要する
時間を大幅に短縮し、素早い対応が可能と
なった。当院の各部署が協力して治療を行
うことで副作用を避けつつ有効な治療を提
供することができると考察する。
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一般演題Ⅱ「医療連携」
座長 長崎大学病院 地域医療連携センター 田浦 直太

５．整形外科における入院前支援から始め
る転院調整

長崎大学病院 地域医療連携センター

〇明松幸代 本村美奈 遠藤恵里奈
原口友美 桑原薫 田浦直太

【はじめに】
これまで、当院では入院後に依頼を受けた
症例に関し、医療ソーシャルワーカー
(MSW)にて対応を行っていた。在院日数
の短縮、地域病院との連携強化、患者への
転院・転院先情報の連絡を目的として、当
院整形外科症例を対象とし、入院前支援を
開始した。今回我々は当院で運用後に得ら
れた課題や結果について報告する。
【方法】
当院外来時にて手術が決定した症例に対し、
医師・外来看護師より地域連携センターへ
介入依頼を行った。MSWにて薬剤や転院
先の希望や候補となる病院について確認を
行った。また、抗がん剤や免疫抑制剤、骨
粗鬆症治療薬等を使用し、転院の際に課題
となる症例については転院が可能な病院を
提案した。またMSWがかかりつけ医へ薬
剤の事前処方や投薬期間等の相談を行い、
入退院後の調整が円滑に進むよう調整した。
【結果】
この取り組みを開始する以前は、日頃使用
している薬剤が転院時の課題となり、ス
ムーズな調整が実行できず、患者から不安
や混乱の声が寄せられていた。しかし運用
開始後、2020年度～2021年度までに抗が
ん剤2件、免疫抑制剤3件、骨粗鬆症治療
薬14件の症例に対し、課題解決に繋げる
ことができた。
【考察】
入院前支援を行うことで早期に患者情報の
入手、患者との情報共有が可能となった。
今後、入院前支援と入院後支援との利点欠
点を確認し、症例に対してオンデマンドな
対応が可能かさらに検討していく。

６．心不全地域連携パスを活用した多職種
連携－院内心臓リハビリチームの取り組み
－

長崎大学病院 地域医療連携センター

○桑原薫 本村美奈 遠藤恵里奈
原口友美 明松幸代 田浦直太

【はじめに】本邦における心不全の罹患数
は、高齢化等を背景に増加の一途を辿って
いる。2030年以降には心不全パンデミッ
クが到来すると言われており、特に高齢者
の心不全患者の更なる増加が見込まれる。
【目的】心不全増悪による再入院予防のた
めには、多職種での包括的な指導及び在宅
医療者との継続した連携が有用である。今
回、当院では「患者のセルフケア獲得」と
「療養環境の調節」を目的に、心不全地域
連携パス（以下心不全パス）及び心不全地
域連携シートの作成、運用を開始したため
報告する。【方法】心不全パス適応患者に
ついては、週1回の心臓リハビリカンファ
レンスにおいて協議している。対象患者は
心不全stage CまたはDの症例とした。入
院期間を治療期、離床期に分類し、治療期
には情報収集、離床期には療養指導を主体
に実施する。また、電子カルテ上に心不全
地域連携シートを作成し、カンファレンス
ではその情報に基づき指導方針を協議可能
とした。シートは退院時にかかりつけ医等
の在宅医療者へ送付し、入院中の指導内容
が退院後も継続されるよう共有した。【結
果】2021年11月に心不全パスの運用を開
始し、2022年12月末現在で107件のパス適
応患者がいた。そのうち心不全増悪に伴い
再入院となったのは11件であった。心不
全パスによる早期多職種介入及び心不全地
域連携シートが心不全再入院予防のために
どのように活用されているのかについては
今後検証していく。【考察】心不全パス適
用で多職種による早期介入が可能となり、
セルフケア指導、栄養指導、薬剤指導、在
宅サービス導入を行えている。また、心不
全地域連携シートの作成により、入院中に
多職種で様々な視点を持った支援に繋がっ
ていると考えられる。
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７．地域包括ケア病棟での補完代替リハビ
リテーションの取り組み

長崎県島原病院 リハビリテーション科

○前田和崇

【目的】
地域包括ケア病棟（以下、包括病棟）では
平均２単位/日の個別リハビリテーション
（以下、リハ）が施設基準であるが、２単
位を超える分は１対１対応が必須ではない。
そこで、個別リハに追加して集団リハと自
主リハを中心とした補完代替リハ（以下、
補完リハ）を行い、収益を維持しながら多
様的なリハを提供するための取り組みを
行った。
【方法】
歩行自立した患者を対象に療法士１名を配
置した自主リハを２単位、認知機能低下や
要介助患者を対象に療法士2名、リハ助手
１名で３単位の集団リハを５日/週実施し
た。期間は令和４年２月１日～１０月３１
日とし、包括病棟患者１人あたり平均リハ
提供単位数/日、療法士１人あたり一般病
棟リハ提供単位数/日について前年と比較
した。
【結果】
期間中、自主リハを100名に対し合計1017
単位、集団リハを172名に対し合計1978単
位実施した。同期間の包括病棟患者１人あ
たり平均リハ単位数は個別リハのみで2.10
単位で前年比-0.29単位であった。一方で
補完代替リハを含めると2.48単位と前年比
+0.09単位であった。療法士１人当たりの
一般病棟リハ提供単位数/日は11.1単位で
前年より0.56単位上昇した。
【考察】
補完リハを導入することで認知賦活に有効
な集団リハや患者の自立を促す自主リハな
ど多様なリハが提供できるようになった。
また、包括算定となる包括病棟の個別リハ
単位数が減少することで出来高算定となる
一般病棟リハ実施単位数が増加し、収益性
も向上した。

８．コロナ禍において神経難病患者の在宅
生活を支えるために～ソーシャルワーカー
の視点からの一考察～

長崎大学病院 地域医療連携センター

〇遠藤恵里奈 本村美奈 桑原薫
原口友美 明松幸代 田浦直太

【背景】コロナウイルス感染症（以下,コ
ロナ）は我々の生活に大きな影響を与えて
おり,それは在宅療養中の神経難病患者
（以下,患者）においても例外ではない．
患者は医療依存度が高く、あらゆる局面で
サポートを必要とする.連携室は患者の在
宅復帰を調整していることから，在宅関係
者からの相談窓口機能も担っている.
【目的】コロナの感染拡大とその対応にお
いて,公的支援から置き去りにされる局面
がある患者の生活を支えるため,連携室と
してどのような情報を準備する必要がある
のか,これまでの経験をもとに抽出する．
【方法】R4年1月～R4年7月までの半年間，
当院地域医療連携センターへの相談内容か
ら，在宅療養の継続が困難だと思われる
キーワードをピックアップする.
【結果】①担当介護職員がコロナ陽性②同
居家族がコロナ陽性③患者が濃厚接触者④
同居家族の隔離解除日まで訪問看護がス
トップする➄同居家族が病気罹患中⑥介護
者不在
【考察と今後の課題】上記結果から,介護
者不在で患者が陰性の場合に入院できる病
院の情報,患者の陰性が確認できるまでの
期間にフルPPEで対応可能な訪問看護・ヘ
ルパーステーションの情報を把握しておく
ことが必要であると考えられた.
人工呼吸器管理など,高度な医療を必要と
する在宅療養患者は全体数が少ないことか
ら,行政や自治体がタイムリーに現状を把
握し対応することが難しい.今回の結果を
ふまえながら,データベースを作成し，支
援が必要であるにも関わらず届いていない
という現状を改善していきたい．
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一般演題Ⅲ「業務の質」
座長 長崎県島原病院 副院長 山西 幹夫

９．手術室医療機器と温湿度管理

長崎県島原病院

○城谷龍弥

【はじめに】
当院手術室医療機器において、温度・湿度
が関係すると思われる故障が発生した。医
療機器の適正管理を行うためにも、手術室
における温度・湿度管理の必要性ついて検
討したため、ここに発表する。
【方法】
機器管理室と手術室内の温度・湿度の計測。
また、それらが及ぼす機器への影響と対策
の検討。
【結果】
医療機器管理室と手術室内との温度・湿度
差により、機器内への結露が発生したこと
が判明した。それにより、内部部品・赤外
線部品への影響があったものと思われる。
メーカー修理となると費用も高額になり、
現場での使用に支障をきたし兼ねず、今回
の事象を経験したことで、温度・湿度管理
の重要性を見出すことができた。医療の質
と安全性を担保し、医療機器管理における
コスト削減を行うためにも、対策の継続と
課題解決が必要である。
【おわりに】

空調管理については、病院建物自体の構
造などにより解決が難しい分野とも言える。
それぞれの施設での財務状況なども考慮し、
対策を検討することが必要である。
また、今学会のテーマでもあるSDGsとい
う観点にも着目し、医療機器安全管理分野
での取り組みについて更に考えていかなけ
ればならない。
最後に、近年の医療機器の進歩は目覚まし
く、今後も多種多彩な機器が出てくること
が想定される。そのため、的確な医療機器
の運用が行えるよう、スタッフの教育も含
めた継続的な保守管理を行っていく。

１０．医療・介護のSDGs
～白十字会グループの取り組み～

社会医療法人財団 白十字会 総務本部広
報室 兼 白十字会グループSDGsプロ
ジェクト事務局

○井上肇

【序文】
白十字会グループは、2021年度よりSDGs
への取り組みを開始した。事務局として、
プロジェクトの立ち上げからグループの
SDGs作成、広報までの流れを経験する事
が出来た為、その内容について報告を行う。
【目的】
医療職は、SDGsが登場する以前から日々
の業務を通じて課題解決に取り組んでおり、
いろいろな形でSDGsの目標達成に貢献し
ている。しかし、これらの取り組みも、地
域に知られず、活用されなくては本来の目
的を果たす事ができない。そこでSDGsの
フレームを通じて、グループ内各施設の取
り組みを周知し、地域住民に広く活用して
もらう目的で組み立てを開始した。
【方法】
白十字会グループのSDGs作成に当たって
は、「①組織づくり」「②取り組みの棚卸
し」「③中期経営計画との紐付け」を行っ
た。グループ内各施設の調整後、理事会の
承認を経て「白十字会グループのSDGs」
として公開となった。
【考察】
グループのSDGs作成後は、職員への周知
を図ると共に、外部への広報活動を行った。
内部・外部向け共に、紙や電子媒体の広報
誌やホームページ・SNS等を駆使し周知を
図っている。広報を始めた当初は、事務局
からの情報発信が中心であったが、次第に
各施設が自主的にSDGsへの取組みに関す
る情報発信を行っており、広報意識の高ま
りを感じる結果となった。
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１１．看護部クリティカルパス運用の
現状と今後の課題

ＪＣＨＯ諫早総合病院
クリティカルパス委員会

○山口諒介 木下由紀子 村岡昌司

〈はじめに〉
クリティカルパス(以下パス)は、医療の質
の担保と質の改善を図るための重要なツー
ルである。当院では、令和2年度に電子カ
ルテ更新とBasic Outcome Master(以下
BOM)が導入され、各診療科・疾患別での
バリアンス統計が可能となり、より詳細な
パス運用状況の把握が可能となった。全診
療科におけるパス適用率は令和3年度
50.5％、令和4年度10月末現在55.3％と
なっており入院の約半数がパス適用患者で
ある。委員会活動におけるパス使用につい
て看護部の現状と問題点、今後の課題につ
いて報告する。
〈問題点〉
電子カルテ更新後、診療面では円滑なパス
運用ができている一方、変更したフォー
マットの不慣れやスタッフの意識の低さか
らか実施チェックやバリアンス評価漏れが
目立つ傾向にある。そのため、バリアンス
収集や分析・活用が円滑に機能していない
現状がある。パス委員や病棟看護師に対す
る教育や啓蒙を行っているが十分な成果は
得られていない。
〈今後の課題〉
上記の問題点について、統計データをもと
に委員のBOM活用についての知識の習得
や病棟看護師のパスに対する意識の向上を
図り、改訂や整備を行いながら、円滑なパ
ス運営に向けて活動していきたい。

１２．当院ＨＣＵにおける早期栄養介入管
理加算の現状と課題

長崎県島原病院 栄養班1) 外科2)

○磯本朗 松尾奈津子1) 蒲原行雄2)

【目的】早期栄養介入管理加算は令和４年
度からＨＣＵにも拡大され、当院において
も栄養管理体制の整備を行い、令和４年６
月から算定を開始した。加算算定開始後の
現状を分析し今後の課題を明らかにする。
【対象】令和４年６月～９月に当院ＨＣＵ
に入室した患者１６８名。内訳は手術後１
０３名（外科３８名、整形外科４６名、脳
神経外科１７名）、意識障害３６名、急
変・ショック状態１４名、その他１５名。
【方法】入室後４８時間以内の経腸栄養開
始状況、４８時間以後に開始した理由、実
績について分析を行った。
【結果】全入室患者のうち約６０％に４８
時間以内に経腸栄養を開始できた。できな
かった理由では消化管術後などで早期の使
用が望ましくないケース５１％、病態不安
定なケース３４％、誤嚥のリスク６％、そ
の他９％だった。経管で開始された患者で
は４８時間以内に開始できたのは１５％で、
４８時間以降の開始が８５％を占めた。算
定実績は３万点超／月で増収にも寄与した。
【結論】経腸栄養の早期開始にあたっては、
腸管評価以外に主治医の判断に依存する状
況が多々あった。また、経管栄養では栄養
開始が遅れる傾向にあった。管理栄養士の
立場として、入室４８時間時点での腸管機
能と栄養ルートのアセスメントを行い、積
極的に主治医に提案を行うことで、早期栄
養療法の実現につながると考えられる。
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一般演題Ⅳ「教育」
座長 長崎県島原病院 副院長 福田 実

１３．COVID-19感染症患者の急変対応～
シミュレーションを実施して～

長崎県島原病院４階南病棟

○江川玲香

【目的】2019年COVID-19が確認され、
当院でも2020年より陽性者の受け入れを
行っている。COVID-19陽性者の急変対応
では、平時の救命処置と違い、エアロゾル
感染防護の準備ができないと直ちに胸骨圧
迫や気道確保ができず、致命率の低下が懸
念されている。今年度、COVID-19陽性者
の急変対応を想定したシミュレーションを
実施し動画を作成した。定期的にシミュ
レーション研修を実施したことで成果が得
られたので報告する。
【方法】COVID-19陽性者の急変対応を想
定し、シナリオを作成した。実際の急変事
例をもとに、CV挿入やAライン挿入など
の処置についてマニュアルを追加した。ス
タッフ全員が経験できるようにシミュレー
ションを実施した。シミュレーションの様
子は動画として作成した。個人やチームで
動画を視聴し繰り返し学習した。シミュ
レーション研修の前後に、COVID-19急変
対応チェックリストにて評価を行った。
【考察】実際にCOVID-19陽性者の急変が
発生した際、人工呼吸器装着までの想定は
していたが、Aラインの確保、CVルート
確保の想定ができていなかったため、
REDゾーン内に必要物品が不足し、ス
ムーズな対応ができなかった。この経験を
もとに、マニュアルの修正を行った。急変
を想定したシミュレーションを行うことが
実践に繋がる学習となり、教育方法として
有効であった。急変に的確に対応するため
には、シミュレーションを繰り返し行い、
いつ急変が起こりうるという意識をもって
おくことが必要である。

１４．長崎県島原病院検査科における新型
コロナウイルス検査体制の構築と現状

長崎県島原病院 検査科

○相良春希

【はじめに】
新型コロナウイルスの流行に伴う当院にお
ける検査体制の経緯を振り返る。
【経緯】
2020年4月『LAMP法検査導入』
検査手技が煩雑なため、少人数で集中して
手技取得に取り組み短期間で検査体制が構
築できた。
2020年9月『全自動輸血検査装置導入』
これまで輸血検査は用手法だったが、全自
動検査装置を導入し輸血検査中に新型コロ
ナウイルス検査業務を支援する体制を実現。
2020年12月『抗原定量検査導入』
定性検査より感度が高く手技が比較的簡単
で技師全員が訓練、24時間365日随時実施
し検査結果を迅速に報告、院内職員の濃厚
接触者検査にも貢献した。
2020年12月『外注PCR検査』
患者の唾液を用いた入院前PCRトリアー
ジ検査を導入、検査科は検体容器の消毒・
梱包・発送作業と報告中継を担当している。
2021年3月末～現在『減員を堪え抜く』
技師1名の過員配置が解消され削減、生理
検査の女性技師1名が退職し実質2名減員
となったが新型コロナウイルス関連業務を
制限することなく維持。
2021年4月『院内PCR検査導入』
技師全員が技術を取得しており検査結果は
即日報告、当院での院内感染症対策にも貢
献中。
【考察】
減員や業務負担増を受けても瓦解せずむし
ろ検査技師個々の意識が変わりこれまで希
薄だった各部門間での支援の体制が出来上
がり、各部門間で業務負担の差別感なく頑
張れている。
これからも各部門間での連携をさらに強化
し、団結して業務に取り組む所存である。
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１５．多職種共通の教育計画の作成

長崎大学病院 地域医療連携センター

○原口友美 本村美奈 遠藤恵里奈
桑原薫 明松幸代 田浦直太

【目的】
当センターは現在MSW７名、看護師５名
が各２病棟ずつ担当し日々の退院支援に従
事している。
2016年度に退院支援加算（現：入退院支
援加算）が新設され1人２病棟までの併任
という基準が設けられた。それに伴いそれ
まで行っていたMSWと看護師による役割
分担から担当部署にてすべての業務を行う
こととなった。当院では、職種に関係なく
業務内容を統合するため教育目標、教育計
画、評価基準について見直した事について
内容の紹介とともに報告する。
【方法】
2018年9月～2019年度末までの期間で看護
師、MSWから各2名ずつ計4名で教育WG
を立ち上げ、元々あったMSWの「地域医
療連携センターMSW教育計画」「地域医
療連携センターMSWチェックリスト」と
看護師の「地域医療連携センター看護師実
践能力到達度評価表」を基に共通の実践能
力到達度評価表を作成した。
【結果】
実践能力到達度評価表には「組織的役割遂
行」「実践能力」「自己教育・研究能力」
の大項目に分け、更に具体的内容を中・小
項目として作成した。評価については1・
3・6ヵ月、1年毎に評価期間を設け、各期
間までに到達してほしい評価基準を4段階
（1知識としてわかる、2同伴があれば実
践できる3指導のもと同伴なしで実践でき
る4できる）に設定し、各期間で自己評価
と他者評価を行うこととした。
【考察】
昨年度まで新規入職者、異動者がいなかっ
たため、今年度入職者の評価を実践し改善
点など精査していく。

１６．スキンテア対策への取り組み

長崎県島原病院

○田中敬子

【目的】スキンテアとは、摩擦・ずれに
よって皮膚裂傷がおきた状態であり、加齢
や長期間のステロイド薬、抗凝固剤などの
内服の使用で脆弱した皮膚に外力が加わっ
たことで発生する。当院でも高齢化が進む
中、脆弱な皮膚の患者が多く昨年度、スキ
ンテア発生の報告件数は14件であった。
しかし、知識不足からインシデント報告が
なされていないスキンテアも潜在している
ことも考えられる。そこで、スタッフ教育
のため発生後の対応フローを作成し、スキ
ンテア対策に取り組んだので報告する。
【方法】1、昨年度のスキンテアによるイ
ンシデントレポートの分析 ２、診療看護
師と情報共有 ３、褥瘡委員への教育４、
スキンテア発生時のフロー作成
【結果】スキンテアに関する昨年度の医療
安全のインシデント報告は14件であった。
発生後の対応策などフロー化しておらず、
治癒まで確認できた症例は１件であった。
褥瘡委員会において勉強会を行い、スキン
テアに関する情報提供を全部署に行った。
また、発生後の対応フローを作成し、発生
時は診療看護師の介入とした。適切に処置
を行い、早期治癒に向けての診療看護師の
介入は有効であった。【考察】スキンテア
発生のリスクには看護師だけではなくリハ
ビリや放射線科なども関与しており病院全
体への教育が必要である。スキンテアは何
らかの処置を必要とするインシデントであ
り、職員教育により発生後の対策だけでは
なく、スキンテア予防につなげることがで
きた。
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一般演題Ⅴ「その他」
座長 長崎県島原病院 看護部長 小松 美佳

１７．地域連携（前方・後方連携）の視点
から考える経営分析

JCHO諫早総合病院

○土井皓平

【目的】
医療機関において集患は経営上の重要な
テーマである。医療連携室は、前方・後方
の紹介業務を行う集患における重要な役割
を担っているが、データの集計・分析が不
十分であると感じていた。そこで、当院が
所属する機構の経営研修を通して、問題点
の把握と分析方法の見直しを行った。
【方法】
１．紹介・逆紹介の集計項目の見直し
２．地域のニーズ把握のため医療機関へア
ンケートを実施
３．退院調整に関連する診療報酬の増減を
経年、他院比較
４．入退院調整患者の入院日数を疾患ごと
に全国の平均在院日数と比較
【結果】

1では分析に不足していた紹介患者の入
院外来の内訳、入院経路、手術の有無、疾
患件数のデータを追加し、経年的に収集を
開始した。２ではニーズの把握を行い、院
内でそれらを協議する場を設けた。３では
介護支援等連携指導料の算定数が減少して
いたため、面談にICTを活用した。４では
複数の疾患では全国と比較し、在院日数が
長い疾患があったため、意識して介入でき
るよう部署内で情報共有を行った。
【まとめ】

地域連携から経営を考え、前方連携では、
紹介患者の構造・地域の医療機関のニーズ
の把握とその内容の協議の場を設定した。
後方連携では、患者の状態・希望を踏まえ
た入院期間を意識した退院調整と、それに
伴うICTを活用した院外関係者との連携の
推進に取り組んだ。引き続き、分析を継続
することで、質の高い地域連携を目指し経
営改善に繋げていきたい。

１８．ＣＰＴ設置における取り組みについ
て

長崎大学病院 地域医療連携センター

〇本村美奈 遠藤恵里奈 原口友美
桑原薫 明松幸代 田浦直太

【背景】「児童虐待の防止等に関する法
律」は2000年に施行された.20年あまり経
過した現在でも児童虐待件数は増加の一途
を辿っており,近年もなお,悲惨な児童虐待
事例が度々報道されている.児童相談所
（以下児相）が児童虐待相談として対応し
た件数は2021年度過去最多を更新した.児
相への通告件数では,警察からの通告が半
数を占める中,医療機関からの通告で児童
虐待が発見される事例は全体の1.7％
（2020年度）とかなり低いのが現状であ
る.【目的】医療機関における子どもへの
医療は,保護者の承諾・受診の意思がなけ
れば提供できないことが大多数である.中
には児童虐待の疑わしい事例も,スタッフ
の虐待に着目するスキルや連絡体制が整っ
ておらず,見落とされていた事例も確認さ
れている.医療機関だけでは児童虐待の早
期発見,早期対応が困難であると考え,児相
をはじめ行政,地域と情報共有を行うこと
が求められる.【取り組み】当院では小児
科,医療ソーシャルワーカー,救命救急セン
ター医師,救急外来看護師,小児科看護師等
がコアメンバーとなり,院内子ども虐待組
織（Child Protection Team：ＣＰＴ）を
設置した.これにより児童虐待に対しては
窓口を一本化しスムーズな連携を行い,対
策検討の機会を継続的に行うなど組織的な
対応が可能な体制構築を図った.活動内容
としては,虐待が疑われるケースにおいて
保護者への問診・チェックリストの作成ま
た院内連絡体制のフロー図を明文化した.
今後は児童虐待について職員を対象とした
研修会なども企画している.当院ではＣＰ
Ｔ設置より日が浅く、児童虐待の早期発見,
早期対応の実現に向けて取り組んでいると
ころである．今回我々は,当院におけるＣ
ＰＴ設置後の現状と課題について,医療
ソーシャルワーカーの立場から報告する.
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１９．諫早総合病院における臨床倫理検討
会の開催

JCHO諫早総合病院

○西村直樹

近年、医療の進歩による治療の複雑化、患
者さんの高齢化、キーパーソンの不在など
により治療方針、患者さんに対する対応な
どに苦慮する症例が増加しており、診療に
あたっているスタッフだけでは方針決定が
困難なことが多々ある。このため、当院で
は21年より多職種による臨床倫理検討会
を立ち上げ、スピーディーにタイムリーな
助言を行うこととしている。委員会は管理
部（副院長）、副看護部長、医療ソーシャ
ルワーカー、主治医、該当する部門のス
タッフなどで構成し、検討が必要な問題が
発生すれば、主治医は副院長、看護スタッ
フは副看護部長に報告し、可能な限り早急
に検討会を招集している（早ければ当日、
遅くとも一両日内に）。現在、７例の事例
検討を行っており、内容は身寄りがない人
の急変事例に対する対応の検討が１例、ペ
イシャントハラスメントへの対応の検討が
３例、患者さんからの治療中止の申し出に
対する検討が３例であった。治療中止の申
し出の内容は末梢点滴中止、血液透析中止、
血管炎に対する治療中止であった。いずれ
も検討した結果、最終的には患者さんの意
向に沿うこととした。今後も、医師を中心
に臨床倫理検討会の開催を周知し、問題が
ある症例が発生したら、現場のみの対応に
終わるだけでなく、病院全体で対応してい
きたいと考えている。

２０．患者接遇向上を目指した「ありがと
うポスト」の導入効果

長崎県島原病院 総務係

○一入俊介

【目的】
患者からの「ありがとう」の声は、医療ス
タッフのモチベーション・アップ、組織の
活性化につながり、その結果、患者満足度
を高め、医療の質向上に期待できる。
2011年度後半から「ありがとう」ポスト
を導入し、接遇に関する項目で意見が増加
していた。今回、「ありがとうポスト」と
接遇との関連を検討したので報告する。
【方法】
投書箱へ入れる用紙を「ありがとうポス
ト」、「御意見箱」行きの２種類準備し、
投書箱を複数個所に設置した。１週間毎に
回収し、各担当部署へ送り、回答をもらっ
た。その回答を御意見と一緒に1か月掲示
した。「ありがとう」意見用紙は、担当部
署・職員へ掲示終了後に渡した。御意見な
らびに回答内容は、毎月の管理診療会議で
報告され、年度末の同会議で総括した。
【結果】
導入前後で、接遇における全体に対する感
謝の言葉の割合（以下、「ありがとう比
率」）は、2009年度～10年度の2～3割程
度から、年度後半から開始した2011年度
は4割弱へ、さらには2012～21年度には7
～9割と、「接遇」における「ありがとう
比率」は年々増加してきた。
【結語】
「ありがとう比率」の増加は、「ありがと
うポスト」導入の直接効果は明らかではな
い。しかし、職員のモチベーションを高め
るなどの面も含めて一定の効果を上げるこ
とはできたのではないかと考える。御意見
によって改善された事例もあるため、御意
見箱も継続が必要である。事例については
学会で発表する。
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協力企業・広告掲載企業一覧

○協賛

・正晃株式会社
・株式会社 テクノ・スズタ
・株式会社 安中集栄堂
・株式会社 キ シ ヤ
・株式会社 ツ ム ラ

○広告

・株式会社 ソ ラ ス ト
・第一三共株式会社
・山下医科器械株式会社
・日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社
・協和キリン株式会社
・MSD株式会社
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